
地
方
財
政
委
員
会
は
7
月
19
日
、

全
国
都
市
会
館
で
正
副
委
員
長
会

議
の
後
、
第
1
4
3
回
委
員
会
を

開
催
し
た
。

委
員
会
で
は
、
冒
頭
に
小
川
眞

和
委
員
長
（
福
山
市
議
会
議
長
）

か
ら
「
地
方
税
制
の
拡
充
強
化
、

税
収
が
安
定
的
な
地
方
税
体
系
の

構
築
、
地
方
交
付
税
等
の
一
般
財

源
総
額
の
確
保
を
強
く
要
望
し
て

い
く
」
な
ど
の
挨
拶
を
し
た
。
続

い
て
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
と
し
て
出

席
し
た
下
山
文
雄
副
会
長
（
弘
前

市
議
会
議
長
）
か
ら
「
副
会
長
の

立
場
で
、
地
方
税
財
源
の
充
実
確

保
に
向
け
、
と
も
に
全
力
で
取
り

組
ん
で
い
く
」
な
ど
の
挨
拶
が
あ

っ
た
。

協
議
で
は
、
「
平
成
30
年
度
地

方
税
財
政
対
策
に
関
す
る
要
望

書
」
（
要
望
項
目
は
左
下
か
ら
2

面
に
か
け
て
掲
載
）
、
「
東
日
本

大
震
災
に
関
す
る
要
望
書
」
を
原

案
の
通
り
決
定
、
続
い
て
、
要
望

活
動
、
今
後
の
運
営
を
決
定
し
た
。

「
平
成
30
年
度
地
方
税
財
政
対

策
に
関
す
る
要
望
書
」
は
、
30
年

度
地
方
税
財
政
対
策
に
つ
い
て
、

28
年
度
委
員
会
か
ら
の
申
し
送
り

事
項
、
第
93
回
定
期
総
会
議
決
事

項
の
委
員
会
付
託
事
項
（
本
紙
2

0
1
8
号
4
面
に
掲
載
）
、
所
管

事
項
を
め
ぐ
る
諸
情
勢
な
ど
を
勘

案
し
て
作
成
し
た
7
項
目
か
ら
な

る
。「

東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
要

望
書
」
は
、
総
会
決
議
事
項
で
、

5
委
員
会
共
管
と
し
て
付
託
さ
れ
、

共
通
の
内
容
。
①
「
東
日
本
大
震

災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
関
す
る

決
議
」
②
「
東
日
本
大
震
災
か
ら

の
早
期
復
旧
・
復
興
に
つ
い
て
」

③
「
原
子
力
発
電
所
事
故
災
害
へ

の
対
応
に
つ
い
て
」
―
か
ら
な
る
。

両
要
望
書
は
、
本
会
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
る
。

講
師
説
明
で
は
、
大
沢
博
・
総

務
省
自
治
財
政
局
財
政
課
長
か
ら

「
地
方
財
政
を
め
ぐ
る
最
近
の
動

向
に
つ
い
て
」
と
題
し
、
地
方
財

政
・
地
方
財
政
計
画
の
役
割
に
触

れ
た
後
、
▽
平
成
29
年
度
地
方
財

政
計
画
▽
地
方
財
政
に
関
す
る
最

近
の
議
論
（
国
・
地
方
プ
ラ
イ
マ

リ
ー
バ
ラ
ン
ス
の
財
政
健
全
化
、

地
方
の
基
金
増
な
ど
）
―
に
つ
い

て
、
川
窪
俊
広
・
総
務
省
自
治
税

務
局
企
画
課
長
か
ら
「
地
方
税
制

を
め
ぐ
る
最
近
の
動
向
に
つ
い

て
」と
題
し
、
▽
個
人
住
民
税（
ふ

る
さ
と
納
税
）
▽
固
定
資
産
税
等

▽
森
林
吸
収
源
対
策
に
か
か
る
地

方
財
源
の
確
保
▽
ゴ
ル
フ
場
利
用

税
―
な
ど
に
つ
い
て
、
説
明
を
聴

取
し
た
。

会
議
終
了
後
、
小
川
委
員
長
、

髙
橋
幸
信
副
委
員
長
（
阿
賀
野
市

議
会
議
長
）
、
福
積
章
男
副
委
員

長
（
大
洲
市
議
会
議
長
）
は
、
原

田
憲
治
・
総
務
副
大
臣
、
�
梨
康

弘
・
自
由
民
主
党
総
務
部
会
長
、

宮
沢
洋
一
・
同
党
税
制
調
査
会
長

に
面
談
し
、
要
望
書
を
手
交
の
上
、

要
望
、
意
見
交
換
を
行
っ
た
。
他

の
委
員
も
、
地
元
選
出
の
国
会
議

員
ら
に
要
望
活
動
を
行
っ
て
い
る
。

講
師
説
明
の
概
要
を
含
む
委
員

会
の
経
過
概
要
に
つ
い
て
は
8
月

末
に
全
市
へ
送
付
す
る
。

地地
方方
税税
財財
政政
対対
策策
にに
関関

すす
るる
要要
望望
書書
要要
望望
項項
目目

①
平
成
30
年
度
税
制
改
正
等
（
①

※重
点
要
望
事
項
②
地
方
税
源
等
の

充
実
確
保
③
政
令
指
定
都
市
・
中

核
市
・
施
行
時
特
例
市
に
対
す
る

税
制
上
の
特
例
措
置
の
充
実
④
非

課
税
等
特
別
措
置
等
の
整
理
合
理

化
⑤
政
治
活
動
に
関
す
る
個
人
献

【
2
面
へ
続
く
】

第2021号8月15日平成２9年
（２０１7年）

委員会の模様

第
1
4
3
回
地
方
財
政
委
員
会

要
望
書
を
決
定
、
原
田
総
務
副
大
臣
ら
に
要
望

挨拶する小川委員長

原田総務副大臣

�梨自民党総務部会長

宮沢自民党税調会長

〒102-0093
東京都千代田区平河町2-4-2
代表 TEL 03（3262）5234
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【
1
面
か
ら
続
く
】

金
の
税
制
上
の
優
遇
措
置
の
拡
大

⑥
地
方
税
法
の
改
正
時
期
）

※
重
点
要
望
事
項
は
、
第
93
回
定
期
総

会
議
決
事
項
の
「
地
方
税
財
源
の
充

実
確
保
に
関
す
る
決
議
」
の
う
ち

「
2

平
成
30
年
度
税
制
改
正
に
つ

い
て
」
（
本
紙
2
0
1
5
号
12
面
参

照
）
の
内
容
に
、
消
費
税
・
地
方
消

費
税
率
10
％
段
階
に
お
い
て
法
人
住

民
税
法
人
税
割
の
交
付
税
原
資
化
を

さ
ら
に
進
め
る
際
の
慎
重
な
検
討
を

加
え
て
い
る
。

②
平
成
30
年
度
地
方
財
政
対
策

（
①
※重
点
要
望
事
項
②
地
方
財
源

の
充
実
確
保
③
合
併
算
定
替
等
④

「
地
方
共
有
税
」へ
の
変
更
⑤
地
方

自
治
体
の
財
政
運
営
の
予
見
可
能

性
向
上
⑥
国
に
よ
る
確
実
な
財
政

措
置
の
実
施
等
⑦「
国
と
地
方
の

協
議
の
場
」の
活
用
）

※
重
点
要
望
事
項
は
、
第
93
回
定
期
総

会
議
決
事
項
の
「
地
方
税
財
源
の
充

実
確
保
に
関
す
る
決
議
」
の
う
ち

「
1

平
成
30
年
度
地
方
財
政
対
策

に
つ
い
て
」
（
本
紙
2
0
1
5
号
12

面
参
照
）
の
内
容
に
▽
ト
ッ
プ
ラ
ン

ナ
ー
方
式
を
含
む
歳
入
歳
出
効
率
化

の
際
、
地
方
交
付
税
の
財
源
保
障
機

能
が
損
な
わ
れ
な
い
よ
う
に
す
る
こ

と
▽
基
金
残
高
が
増
加
し
て
い
る
こ

と
を
も
っ
て
地
方
歳
出
の
削
減
は
行

わ
な
い
こ
と
―
を
加
え
て
い
る
。

③
地
方
創
生
の
推
進
（
①
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
事
業
費
の
安

定
的
確
保
②
地
方
創
生
推
進
交
付

金
の
総
額
確
保
等
③
地
方
創
生
を

総
合
的
に
支
援
す
る
地
方
債
の
創

設
④
地
方
大
学
の
振
興
及
び
運
営

基
盤
の
充
実
⑤
政
府
関
係
機
関
の

地
方
移
転
の
早
期
実
現
⑥
地
方
へ

の
分
散
を
促
進
す
る
誘
導
的
な
施

策
の
推
進
⑦
地
方
分
権
改
革
の
一

層
の
促
進
等
）

④
防
災
・
減
災
対
策
の
充
実
強
化

（
①
地
震
・
津
波
・
火
山
防
災
対

策
の
充
実
強
化
②
台
風
・
集
中
豪

雨
対
策
等
の
充
実
強
化
③
災
害
復

旧
・
復
興
支
援
対
策
の
充
実
強
化

④
原
子
力
発
電
所
の
安
全
・
防
災

対
策
の
充
実
強
化
⑤
消
防
防
災
体

制
の
充
実
強
化
）

⑤
平
成
30
年
度
地
方
債
計
画
（
①

地
方
債
資
金
の
確
保
②
公
的
資
金

補
償
金
免
除
繰
上
償
還
の
再
実
施

③
合
併
特
例
債
の
制
度
拡
充
④
起

債
対
象
事
業
の
拡
大
等
⑤
地
方
公

共
団
体
金
融
機
構
の
役
割
の
保

持
）

⑥
地
方
公
営
企
業
（
①
公
営
企
業

繰
出
金
等
の
所
要
額
確
保
②
地
方

公
営
企
業
に
対
す
る
財
政
措
置
の

充
実
）

⑦
国
庫
補
助
負
担
金
（
①
国
庫
補

助
負
担
金
の
廃
止
等
②
直
轄
事
業

負
担
金
制
度
の
抜
本
的
見
直
し
）

全
国
広
域
連
携
市
議
会
協
議
会

（
会
長
�
奥
島
光
晴
福
井
市
議
会

議
長
）
は
7
月
20
日
、
全
国
都
市

会
館
で
正
副
会
長
・
監
事
・
相
談

役
会
議
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、奥
島
会
長
か
ら「
広

域
連
携
は
今
後
の
地
方
創
生
の
推

進
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
担
う
。

引
き
続
き
、
広
域
連
携
施
策
に
対

す
る
支
援
措
置
を
求
め
る
」
な
ど

の
挨
拶
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、
講

師
説
明
の
後
、
事
務
報
告
を
了
承

し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
「
広
域
連
携
施
策

に
関
す
る
要
望
」
（
要
望
内
容
は

3
面
に
掲
載
）
を
原
案
の
通
り
了

承
。
続
い
て
、
要
望
活
動
の
方
法
、

29
年
度
会
議
日
程
を
了
承
し
た
。

要
望
書
は
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

【
3
面
へ
続
く
】

都
市
行
政
問
題
研
究
会
（
会
長

�
菊
田
隆
盛
岡
市
議
会
議
長
）
は

7
月
13
日
、
吹
田
市
で
役
員
会
を

開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
菊
田
会
長
の
挨
拶

の
後
、
開
催
地
の
藤
木
栄
亮
吹
田

市
議
会
議
長
、
後
藤
圭
二
・
吹
田

市
長
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
挨
拶
が
あ

っ
た
。
続
い
て
、
事
務
報
告
を
了

承
し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
ま
ず
、
28
年
度
決

算
、
「
都
市
に
お
け
る
広
域
連
携

の
あ
り
方
」
に
関
す
る
現
地
調
査

結
果
を
了
承
。
「
都
市
に
お
け
る

広
域
連
携
の
あ
り
方
」
に
関
す
る

調
査
研
究
報
告
書
（
素
案
）
に
つ

い
て
は
、
了
承
し
、
8
月
9
日
開

催
の
第
1
0
6
回
総
会
に
提
案
す

る
こ
と
と
し
た
。
続
い
て
、
総
会

の
運
営
、
今
後
の
運
営
、
次
期
役

員
の
改
選
を
了
承
し
た
。

全
国
高
速
自
動
車
道
市
議
会
協

議
会
（
会
長
�
仲
野
弘
子
大
津
市

議
会
議
長
）
は
7
月
25
日
、
函
館

市
で
正
副
会
長
・
監
事
・
相
談
役

会
議
を
開
催
し
た
。

会
議
で
は
、
仲
野
会
長
の
挨
拶

の
後
、
開
催
市
議
長
と
し
て
、
金

澤
浩
幸
函
館
市
議
会
議
長
か
ら
挨

拶
が
あ
っ
た
。
続
い
て
、
事
務
報

告
を
了
承
し
、
協
議
に
入
っ
た
。

協
議
で
は
、
高
速
道
路
建
設
・

整
備
促
進
等
に
関
す
る
要
望
書
を

原
案
の
通
り
決
定
（
要
望
の
一
部

は
下
掲
。
要
望
書
は
本
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
る
）
し
た

ほ
か
、
要
望
活
動
の
方
法
、
今
後

の
会
議
・
要
望
活
動
日
程
を
了
承

し
た
。
役
員
改
選
に
つ
い
て
は
、

役
員
候
補
の
推
薦
な
ど
を
了
承
し

た
。

※
5
月
15
日
、
大
津
市
議
会
に
お
い

て
、
鷲
見
達
夫
氏
か
ら
仲
野
弘
子

氏
に
議
長
交
代
。
同
日
、
仲
野
氏

が
高
速
協
会
長
に
就
任
し
て
い
る
。

【
高
速
道
路
建
設
・
整
備
促
進
等
に

関
す
る
要
望
書（
一
部
を
編
集
）】

①
建
設
促
進
（
高
規
格
幹
線
道
路

網
1
万
4
0
0
0
㎞
早
期
完
成
へ

の
明
確
な
方
向
性
の
提
示
と
財
源

の
確
保
、
地
域
高
規
格
道
路
整
備

の
所
要
財
源
の
確
保
な
ど
）

②
高
速
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
更

な
る
機
能
向
上
と
最
適
利
用
の
推

進
（
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
機
能
の

最
大
限
の
発
揮
な
ど
）

③
防
災
・
安
全
対
策
等
の
推
進

（
老
朽
化
す
る
イ
ン
フ
ラ
の
適
時

適
切
な
維
持
管
理
・
更
新
の
た
め

の
十
分
な
財
源
確
保
、
重
大
事
故

の
再
発
防
止
に
向
け
た
安
全
対
策

の
強
力
な
推
進
な
ど
）

④
料
金
制
度
（
公
正
妥
当
な
料
金

制
度
の
実
現
、
安
定
的
で
シ
ン
プ

ル
な
料
金
制
度
の
構
築
な
ど
） 都市研会長

菊田隆（盛岡市）

都
市
研
が
役
員
会
を
開
催（
於
・
吹
田
市
）

調
査
研
究
報
告
書（
素
案
）を
協
議

高
速
協
が
役
員
会
を
開
催（
於
・
函
館
市
）

高
速
道
路
建
設
・
整
備
促
進
等
に
関
す
る
要
望
書
を
決
定

挨拶する奥島会長

広
域
協
が
役
員
会
を
開
催

要
望
書
を
決
定
、
高
市
総
務
大
臣
に
要
望

高速協会長
仲野弘子（大津市）
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に
掲
載
し
て
い
る
。

会
議
終
了
後
、
正
副
会
長
・
監

事
・
相
談
役
は
、
高
市
早
苗
・
総

務
大
臣
ら
に
面
談
し
、
要
望
書
を

手
交
の
上
、
要
望
、
意
見
交
換
を

行
っ
た
。
特
に
、
地
方
自
治
体
の

意
見
を
十
分
踏
ま
え
た
施
策
の
推

進
、
地
方
自
治
体
の
実
情
に
応
じ

た
財
政
支
援
、
連
携
中
枢
都
市
圏

と
定
住
自
立
圏
に
つ
い
て
、
要
件

の
さ
ら
な
る
緩
和
、
財
政
支
援
措

置
の
拡
充
に
つ
い
て
、
要
望
し
た
。

講
師
説
明
で
は
、
小
川
康
則
・

総
務
省
自
治
行
政
局
市
町
村
課
長

か
ら「
広
域
連
携
の
現
在
と
将
来
」

と
題
し
、
①
市
町
村
合
併
か
ら
広

域
連
携
へ
②
連
携
中
枢
都
市
圏
構

想
の
推
進
③
な
ぜ
都
市
を
中
核
と

す
る
広
域
連
携
な
の
か
―
に
つ
い

て
説
明
を
聴
取
し
た
。
①
で
は
、

市
町
村
合
併
と
広
域
連
携
の
沿
革
、

②
で
は
、
備
後
圏
域
の
取
り
組
み
、

③
で
は
、
市
町
村
数
の
変
遷
や
人

口
推
移
、
都
道
府
県
・
市
町
村
の

職
員
数
の
推
移
な
ど
に
つ
い
て
説

明
が
あ
っ
た
。

【
2
面
か
ら
続
く
】

政
府
は
7
月
20
日
、
臨
時
閣
議

で
「
平
成
30
年
度
予
算
の
概
算
要

求
に
当
た
っ
て
の
基
本
的
な
方
針

に
つ
い
て
」
を
了
解
し
た
。

30
年
度
予
算
は
、
「
経
済
財
政

運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
1

7
」
（
本
紙
2
0
1
7
号
3
面
に

掲
載
）
を
踏
ま
え
、
引
き
続
き
、

基
本
方
針
2
0
1
5
（
本
紙
1
9

4
6
号
5
面
に
掲
載
）
で
示
さ
れ

た
経
済
・
財
政
再
生
計
画
の
枠
組

み
の
下
、
手
を
緩
め
る
こ
と
な
く

本
格
的
な
歳
出
改
革
に
取
り
組
む

と
し
た
。

裁
量
的
経
費
は
29
年
度
比
1
割

減
と
し
、
そ
の
額
を
要
望
基
礎
額

と
し
た
。
予
算
の
重
点
化
の
た
め
、

人
づ
く
り
革
命
の
実
現
に
向
け
た

人
材
投
資
、
生
産
性
向
上
に
資
す

る
施
策
を
は
じ
め
、
基
本
方
針
2

0
1
7
、
未
来
投
資
戦
略
2
0
1

7
な
ど
を
踏
ま
え
た
諸
課
題
に
つ

い
て
、
「
新
し
い
日
本
の
た
め
の

優
先
課
題
推
進
枠
」
を
措
置
す
る
。

各
省
大
臣
は
要
望
基
礎
額
の
30
％

（
4
兆
円
程
度
）
の
範
囲
内
で
要

望
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

義
務
的
経
費
は
29
年
度
並
み
と

し
、
29
年
度
を
下
回
っ
た
場
合
は

要
望
基
礎
額
に
上
積
み
が
で
き
る
。

聖
域
を
設
け
ず
、
抜
本
的
な
見
直

し
を
行
い
、
可
能
な
限
り
歳
出
の

抑
制
を
図
る
。

年
金
・
医
療
等
に
係
る
経
費
に

つ
い
て
は
、
29
年
度
当
初
予
算
の

相
当
額
に
、
高
齢
化
に
伴
う
増
加

額
と
し
て
、
6
3
0
0
億
円
加
算

し
た
額
を
要
求
で
き
る
。

地
方
交
付
税
交
付
金
に
つ
い
て

は
、
経
済
・
財
政
再
生
計
画
の
整

合
性
に
留
意
し
つ
つ
要
求
す
る
と

し
た
。

な
お
、
基
本
方
針
2
0
1
7
で

示
さ
れ
た
幼
児
教
育
・
保
育
の
早

期
無
償
化
や
待
機
児
童
の
解
消
に

向
け
た
安
定
的
な
財
源
の
確
保
な

ど
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、
財
源

と
あ
わ
せ
て
、
予
算
編
成
過
程
で

検
討
さ
れ
る
。

以
上
を
踏
ま
え
、
各
省
大
臣
は

8
月
末
ま
で
に
概
算
要
求
を
提
出

す
る
。

※
5
月
16
日
、
福
井
市
議
会
に
お
け

る
皆
川
信
正
氏
か
ら
奥
島
光
晴
氏

へ
議
長
が
交
代
。
同
日
、
奥
島
氏

が
広
域
協
会
長
に
就
任
し
て
い
る
。

【
要
望
内
容
】

①
地
方
自
治
体
の
意
見
を
十
分
踏

ま
え
た
広
域
連
携
施
策
の
引
き
続

き
の
推
進

②
地
方
自
治
体
の
実
情
に
応
じ
た

適
切
な
財
政
支
援
措
置

③
連
携
中
枢
都
市
圏
と
定
住
自
立

圏
の
条
件
の
さ
ら
な
る
緩
和
、
財

政
支
援
措
置
の
拡
充

④
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
に

お
け
る
広
域
連
携
施
策
の
推
進
に

当
た
り
、
地
方
自
治
体
へ
の
積
極

的
な
情
報
提
供
、
意
見
の
十
分
な

反
映

総
務
省
は
7
月
20
日
、
30
年
度

概
算
要
求
に
当
た
り
、
各
府
省
に

対
し
、
地
方
財
政
措
置
に
つ
い
て

留
意
ま
た
は
改
善
す
べ
き
事
項
を

申
し
入
れ
た
。

30
年
度
の
申
し
入
れ
件
数
は
、

各
府
省
共
通
事
項
10
件
（
29
年
度

10
件
）
、
同
個
別
事
項
15
件
（
同

18
件
、
複
数
府
省
に
行
っ
た
同
趣

旨
の
申
し
入
れ
を
1
件
と
し
た
場

合
は
27
件
）
の
25
件
。
う
ち
新
規

は
2
件
だ
っ
た
。

主
な
申
し
入
れ
項
目
は
、
▽
震

災
関
連
▽
子
ど
も
・
子
育
て
支
援

関
連
▽
社
会
保
障
制
度
改
革
関
連

▽
そ
の
他
―
か
ら
な
る
。

災
害
関
連
は
、
共
通
事
項
の
①

東
日
本
大
震
災
の
復
興
②
熊
本
地

震
の
復
旧
・
復
興
の
推
進
。
国
庫

補
助
負
担
交
付
金
な
ど
の
早
期
交

付
、
被
災
地
方
公
共
団
体
の
事
務

負
担
軽
減
な
ど
を
要
請
し
た
。

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
関
連
は
、

①
幼
児
教
育
・
保
育
の
早
期
無
償

化
及
び
待
機
児
童
の
解
消
に
係
る

財
政
措
置
（
新
規
）
、
②
子
ど
も

・
子
育
て
支
援
に
係
る
財
政
措
置

等
。
①
で
は
、
財
政
の
効
率
化
や

税
、
新
た
な
社
会
保
険
方
式
の
活

用
を
含
め
た
財
源
の
安
定
的
確
保

の
検
討
に
当
た
り
、
地
方
の
意
見

を
十
分
に
踏
ま
え
る
こ
と
を
要
請

し
た
。

社
会
保
障
制
度
改
革
関
連
は
、

①
国
民
健
康
保
険
新
制
度
へ
の
円

滑
な
移
行
及
び
財
政
支
援
の
拡
充

の
確
実
な
実
施
等
②
介
護
保
険
制

度
の
安
定
的
な
運
営
の
推
進
等
③

生
活
保
護
制
度
及
び
生
活
困
窮
者

自
立
支
援
制
度
の
見
直
し（
新
規
）。

③
で
は
、
生
活
保
護
制
度
に
つ
い

て
、
医
療
扶
助
費
の
適
正
化
、
就

労
支
援
の
推
進
、
生
活
困
窮
者
自

立
支
援
制
度
に
つ
い
て
、
自
立
相

談
支
援
や
就
労
準
備
支
援
の
推
進

な
ど
、
両
制
度
の
見
直
し
に
当
た

り
、
地
方
の
意
見
を
十
分
に
踏
ま

え
な
が
ら
検
討
を
進
め
、
自
立
促

進
な
ど
に
向
け
た
適
切
な
措
置
を

要
請
し
た
。

そ
の
他
は
、
社
会
資
本
整
備
総

合
交
付
金
制
度
の
改
善
等
。
地
方

の
意
見
を
十
分
に
踏
ま
え
、
優
先

す
べ
き
事
業
へ
の
交
付
金
の
重
点

配
分
を
進
め
る
と
と
も
に
、
地
方

公
共
団
体
に
よ
る
老
朽
化
対
策
を

含
め
た
円
滑
な
事
業
実
施
の
た
め
、

所
要
の
国
費
確
保
を
要
請
し
た
。

総総務務省省

概
算
要
求
で
各
府
省
へ
申
し
入
れ

幼
児
教
育
・
保
育
の
早
期
無
償
化
、待
機
児
童
の
解
消
な
ど

高市総務大臣

会議の模様

概概
算算
要要
求求
基基
準準
をを
閣閣
議議
了了
解解

年
金
・
医
療
等

高
齢
化
に
伴
う
増
額
は
6
3
0
0
億
円

（3） 平成29年8月15日 第2021号全 国 市 議 会 旬 報
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高
市
早
苗
・
総
務
大
臣
は
7
月

25
日
、
「
平
成
29
年
度
普
通
交
付

税
大
綱
」
を
閣
議
報
告
し
た
。

交
付
額
は
、
15
兆
3
5
0
1
億

円
で
前
年
度
比
2
・
2
％
減
と
な

っ
た
。
道
府
県
分
が
8
兆
2
5
2

4
億
円
（
3
・
6
％
減
）
、
市
町

村
分
が
7
兆
9
7
7
億
円
（
0
・

6
％
減
）
。

財
源
不
足
団
体
の
基
準
財
政
需

要
額
は
、
臨
時
財
政
対
策
債
振
替

相
当
額
を
除
い
た
ベ
ー
ス
で
、
道

府
県
分
が
19
兆
3
5
7
2
億
円

（
4
・
0
％
減
）
、
市
町
村
分
が

21
兆
8
0
9
6
億
円
（
2
・
8
％

増
）
。
基
準
財
政
収
入
額
で
は
、

道
府
県
分
が
11
兆
8
9
5
億
円

（
4
・
3
％
減
）
、
市
町
村
分
が

14
兆
6
9
4
8
億
円
（
4
・
5
％

増
）
と
な
っ
た
。
需
要
額
、
収
入

額
と
も
に
、
道
府
県
分
が
減
少
し
、

市
町
村
分
が
増
加
し
た
主
な
理
由

は
、
道
府
県
か
ら
指
定
都
市
へ
教

職
員
給
与
事
務
と
税
源
が
移
譲
さ

れ
た
た
め
。
道
府
県
分
と
市
町
村

分
の
交
付
額
の
減
額
幅
の
差
に
も

影
響
を
与
え
た
。

29
年
度
に
お
け
る
算
定
方
法
の

改
正
点
は
、
①
「
ま
ち
・
ひ
と
・

し
ご
と
創
生
事
業
費
」
に
係
る
算

定
②
一
億
総
活
躍
社
会
関
連
施
策

に
係
る
算
定
③
教
職
員
給
与
費
の

道
府
県
か
ら
指
定
都
市
へ
の
移
譲

に
係
る
算
定
―
の
ほ
か
、
ト
ッ
プ

ラ
ン
ナ
ー
方
式（
28
年
度
16
業
務
）

へ
の
業
務
追
加
（
青
少
年
教
育
施

設
管
理
、
公
立
大
学
運
営
の
2
業

務
）
な
ど
。

①
で
は
、
人
口
減
少
等
特
別
対

策
事
業
費
（
6
0
0
0
億
円
）
に

お
い
て
、
「
取
組
の
必
要
度
」
分

（
28
年
度
5
0
0
0
億
円
）
か
ら

3
3
0
億
円
を
「
取
組
の
成
果
」

分
に
シ
フ
ト
。
ま
た
、
地
域
の
元

気
創
造
事
業
費（
3
9
0
0
億
円
）

に
お
い
て
、
「
行
革
努
力
分
」（
28

年
度
3
0
0
0
億
円
）
か
ら
3
3

0
億
円
を「
地
域
経
済
活
性
化
分
」

に
シ
フ
ト
し
た
。
②
で
は
、
「
ニ

ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
」（
本

紙
1
9
8
0
号
2
面
掲
載
）
に
基

づ
く
保
育
士
や
介
護
人
材
等
の
処

遇
改
善
の
事
業
費
の
地
方
負
担
9

6
1
億
円
（
保
育
士
等
5
5
4
億

円
、
介
護
人
材
・
障
害
者
福
祉
人

材
4
0
7
億
円
）
を
算
定
し
て
い

る
。
③
で
は
、
移
譲
に
係
る
標
準

的
な
経
費
の
全
額
を
税
源
移
譲
・

普
通
交
付
税
（
臨
財
債
含
む
）
に

よ
り
措
置
し
て
い
る
（
算
定
額
3

1
9
4
億
円
）
。

不
交
付
団
体
数
は
、76
団
体（
市

は
45
市
）
で
、
28
年
度
よ
り
1
団

体
減
。
不
交
付
団
体
数
が
前
年
度

を
下
回
っ
た
の
は
、
5
年
ぶ
り
と

な
っ
た
。
29
年
度
に
交
付
団
体
か

ら
不
交
付
団
体
に
な
っ
た
市
は
、

八
潮
市
と
摂
津
市
の
2
市
。

な
お
、
大
綱
に
つ
い
て
は
、「
平

成
29
年
度
普
通
交
付
税
の
算
定
結

果
等
」
と
し
て
、
不
交
付
団
体
の

状
況
な
ど
と
合
わ
せ
て
、
総
務
省

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

ttp
:
//w

w
w
.so
u
m
u
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o
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/m
e
n

u
_
n
e
w
s
/s

―n
e
w
s
/01
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i
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i0
4
_
02000077.h

tm
l

）

に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

『都市問題』公開講座は、公益財団法人後藤・安田記念東
京都市研究所（旧・財団法人東京市政調査会）の発行する月刊
誌『都市問題』の特集などから時宜に適ったテーマを選び開
催しています。
第46回は次のような趣旨により、「自治体の「人手不足」
をどう乗り越えるか」をテーマとして開催いたします。多数
の方々のご参加をお待ちしております。

○開 催 趣 旨
自治体の総職員数は1994年に328万2千人余だった。だが、
その後の経済・財政の停滞を受けた定員抑制によって減少し
続け、2016年には273万7千人余となっている。とりわけ一般
行政部門では対94年比で22％と大幅に減少している。加えて
職員の年齢構成もいびつとなる傾向にある。自治体はこうし
た定員の減少を非正規職員の雇用や外部委託によってカバー
しているものの、行政サービスのあり方への議論は尽きない。
自治体は公共部門を支える人材をいかに獲得し育成していく
べきか。自治体行政の根幹にかかわる問題を議論する。
○日 程
2017年9月30日（土）13：30～16：30（開場13：00）
日本プレスセンター 10階ホール
（〒100‐0011 東京都千代田区内幸町2‐2‐1）

○出 演 者
基調講演
西尾 隆氏（国際基督教大学教養学部教授）
パネルディスカッション
上林陽治氏（公益財団法人地方自治総合研究所研究員）
平野公三氏（岩手県大槌町長）
山本悟司氏（京都府建設交通部長）
渡辺寛人氏（NPO法人 POSSE事務局長）
西村美香氏（成蹊大学法学部教授）〈司会〉

○参 加 費：無料
○参加申込み：後藤・安田記念東京都市研究所ホームページ

（http : //www.timr.or.jp）からお申込みくだ
さい。

○申込み期限：2017年9月28日（木）
※満席となりしだい受付を終了しますので、お早めにお申
込みください。

○問 合 せ 先：後藤・安田記念東京都市研究所
TEL：03‐3591‐1239、FAX：03‐3591‐1209

災災
害害
救救
助助
法法
をを
適適
用用

平
成
29
年
7
月
22
日
か
ら
の
大

雨
に
よ
る
災
害
に
よ
り
、
秋
田
県

は
28
日
、
大
仙
市
に
災
害
救
助
法

の
適
用
を
決
定
し
た
（
7
月
22
日

適
用
）
。

被被
災災
者者
生生
活活
再再
建建
支支
援援
法法
をを
適適
用用

平
成
29
年
7
月
22
日
か
ら
の
大

雨
に
よ
る
災
害
に
よ
り
、
秋
田
県

は
28
日
、
大
仙
市
に
被
災
者
生
活

再
建
支
援
法
の
適
用
を
決
定
し
た

（
7
月
22
日
適
用
）
。

※
年
の
表
記
が
な
い
も
の
は
29
年

▼
議
長

▽
秩
父

松
澤
一
雄（
28
・
6
・
7
）

▽
佐
伯

三
浦

渉（
5
・
9
）

▽
印
西

藤
代
武
雄（
5
・
16
）

▽
江
田
島

登
地
靖
德（
6
・
13
）

▽
練
馬

小
林
み
つ
ぐ（
7
・
7
）

▽
さ
い
た
ま

新
藤
信
夫（
7
・
10
）

▽
尼
崎

丸
岡
鉄
也（
7
・
11
）

▼
副
議
長

▽
秩
父

落
合
芳
樹（
28
・
6
・
7
）

▽
宿
毛

山
上
庄
一（
5
・
9
）

▽
佐
伯

吉
良
栄
三（
5
・
9
）

▽
印
西

酢
﨑
義
行（
5
・
16
）

▽
江
田
島

林

久
光（
6
・
13
）

▽
練
馬

酒
井
妙
子（
7
・
7
）

▽
尼
崎

宮
城
亜
輻（
7
・
11
）

▼
事
務
局
長

▽
北
広
島

仲
野
邦
廣（
28
・
4
・
1
）

▽
秩
父

山
岸

剛（
28
・
4
・
1
）

▽
射
水

倉
敷
博
一（
4
・
1
）

▽
笛
吹

菱
山

一（
4
・
1
）

▽
印
西

染
谷

豊（
4
・
1
）

▽
各
務
原

土
川

孝（
4
・
1
）

▽
柏
原

前
川
留
彦（
4
・
1
）

▽
京
丹
後

西
山
茂
門（
4
・
1
）

▽
美
馬

住
友
礼
子（
4
・
1
）

議議
会会
人人
事事

普
通
交
付
税
大
綱
を
閣
議
報
告

指
定
都
市
へ
教
職
員
給
与
費
の
移
譲
を
含
め
、

市
町
村
分
は
0
・
6
％
減

（公財）後藤・安田記念東京都市研究所
（旧・東京市政調査会）

第46回『都市問題』公開講座

「自治体の「人手不足」をどう乗り越えるか」
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